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平成17年11月25日 

 平成18年３月期   個別中間財務諸表の概要 
 
上場会社名  日本電通株式会社 上場取引所 大阪証券取引所 

コード番号  １９３１ 本社所在都道府県 大阪府 

(URL http://www.ndknet.co.jp/) 

代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 会 長 氏 名 上  敏郎  

問合せ先責任者 役 職 名 取締役業務管理部長 氏 名 森本 恒雄 ＴＥＬ （06）6577-4114 

決算取締役会開催日 平成17年 11月 25日 中間配当制度の有無 有  ・  無 

中間配当支払開始日 平成 ― 年 ― 月 ― 日 単元株制度採用の有無 有 (１単元1,000株)・無 

１．17年９月中間期の業績（平成17年４月1日～平成17年９月30日） 

(１)経 営 成 績 (注)記載金額は百万円未満を切り捨てております。 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

17 年 9 月中間期 

16 年 9 月中間期 

 百万円 ％ 

10,003      △43.0 

17,552        23.1 

 百万円 ％ 

162     △22.0 

208      △58.1 

    百万円    ％ 

273         7.0 

255      △51.5 

17 年 3 月期 31,537         581          692        
 

 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 
１ 株 当 た り 中 間 
( 当 期 ) 純 利 益 

 

17 年 9 月中間期 

16 年 9 月中間期 

 百万円 ％ 

108      △29.8 

155      △47.4 

   円 銭 

 8 11 

 11 32 

17 年 3 月期 429        29 69 

(注)①期中平均株式数 17年9月中間期 13,425,289株 16年9月中間期 13,704,995株 17年3月期 13,608,922株 

②会計処理の方法の変更  有  ・  無 

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(２)配 当 状 況 

 １株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金 

 

17 年 9 月中間期 

16 年 9 月中間期 

   円 銭 

 0 00 

 0 00 

   円 銭 

 ―― ―― 

 ―― ―― 

17 年 3 月期  ―― ――  10 00 
  

(３)財 政 状 態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 

17 年 9 月中間期 

16 年 9 月中間期 

百万円 

14,117 

18,153 

百万円

7,718 

7,302 

％ 

54.7 

40.2 

 円 銭 

 574 98 

 539 71 

17 年 3 月期 14,535 7,664 52.7  568 98 

(注)①期末発行済株式数 17年9月中間期 13,423,759株 16年9月中間期 13,530,850株 17年3月期 13,427,412株 

②期末自己株式数 17年9月中間期 4,241株 16年9月中間期 193,150株 17年3月期 588株 
 

２.18 年３月期の業績予想（平成17年４月1日～平成18年３月31日） 

１株当たり年間配当金 
 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

期 末  

 

通    期 

百万円 

24,000 

百万円

720 

百万円

370 

 円 銭 

10    00 

 円 銭 

10    00 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期） 27 円 56 銭 

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料

発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。 
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個 別 中 間 財 務 諸 表 等

(１)中 間 貸 借 対 照 表 
(単位：百万円) 

前中間会計期間末 

(平成 16 年９月 30 日現在)

当中間会計期間末 

(平成 17 年９月 30 日現在) 

前事業年度要約貸借対照表

(平成 17 年３月 31 日現在)期 別 

科 目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

 

( 資 産 の 部 ) 

Ⅰ流 動 資 産 

現 金 預 金 

受 取 手 形 

完 成 工 事 未 収 入 金 

売 掛 金 

有 価 証 券 

未 成 工 事 支 出 金 等 

商 品 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

 

 

2,732 

111 

2,950 

4,090 

254 

1,626 

85 

153 

212 

△9 

％  

 

 

2,745 

94 

2,929 

299 

352 

1,115 

57 

123 

222 

△3 

％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,256 

138 

5,001 

569 

554 

637 

67 

102 

159 

△6 

％

流 動 資 産 合 計 

 

Ⅱ固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

土 地 

そ の 他 

12,206 

 

 

 

1,018 

1,689 

958 

67.2 7,935 

 

 

 

1,270 

2,343 

200 

56.2 

 

 

 

 

 

 

8,481 

 

 

 

1,108 

2,343 

210 

58.4

有 形 固 定 資 産 合 計 

無 形 固 定 資 産 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

繰 延 税 金 資 産 

再評価に係る繰延税金資産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

3,666 

222 

 

1,534 

359 

13 

239 

△89 

20.2

1.2

3,815 

180 

 

1,932 

172 

13 

97 

△29 

27.0 

1.3 

 

 

 

 

 

 

3,663 

235 

 

1,756 

233 

13 

182 

△30 

25.2

1.6

投資その他の資産合計 2,057 11.4 2,186 15.5 2,154 14.8

固 定 資 産 合 計 5,946 32.8 6,182 43.8 6,053 41.6

資 産 合 計 18,153 100.0 14,117 100.0 14,535 100.0
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 (単位：百万円) 

前中間会計期間末 

(平成 16 年９月 30 日現在)

当中間会計期間末 

(平成 17 年９月 30 日現在) 
前事業年度要約貸借対照表

(平成 17 年３月 31 日現在)
期 別 

科 目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

 

( 負 債 の 部 ) 

Ⅰ流 動 負 債 

工 事 未 払 金 

買 掛 金 

短 期 借 入 金 

１年以内返済予定の長期借入金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

未 成 工 事 受 入 金 

賞 与 引 当 金 

完 成 工 事 補 償 引 当 金 

そ の 他 

 

 

 

2,295 

4,440 

1,830 

50 

105 

22 

267 

279 

7 

247 

％

      

 

 

 

2,230 

279 

1,650 

100 

123 

29 

266 

232 

8 

223 

％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

2,814 

536 

1,530 

― 

77 

118 

74 

166 

8 

182 

％

      

流 動 負 債 合 計 

 

Ⅱ固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

退 職 給 付 引 当 金 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

9,546 

 

 

100 

1,041 

162 

52.6 5,144 

 

 

50 

1,035 

169 

36.4 

 

 

 

 

 

5,508 

 

 

150 

1,044 

167 

37.9

固 定 負 債 合 計 1,303 7.2 1,254 8.9 1,362 9.4

負 債 合 計 10,850 59.8 6,399 45.3 6,870 47.3

 

( 資 本 の 部 ) 

Ⅰ資 本 金 

Ⅱ資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

Ⅲ利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

任 意 積 立 金 

中間(当期)未処分利益 

 

 

1,493 

 

1,428 

 

238 

3,500 

472 

8.2

7.9

 

 

1,493 

 

1,428 

 

238 

3,650 

442 

 

 

10.6 

 

10.1 

 

 

 

 

 

 

1,493 

 

1,428 

 

238 

3,500 

643 

10.3

9.8

利 益 剰 余 金 合 計 

Ⅳ土 地 再 評 価 差 額 金 

Ⅴその他有価証券評価差額金 

Ⅵ自 己 株 式 

4,210 

△19 

256 

△67 

23.2

△0.1

1.4

△0.4

4,330 

△19 

486 

△1 

30.7 

△0.1 

3.4 

△0.0 

4,381 

△19 

381 

△0 

30.1

△0.1

2.6

△0.0

資 本 合 計 7,302 40.2 7,718 54.7 7,664 52.7

負 債 資 本 合 計 18,153 100.0 14,117 100.0 14,535 100.0
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(２)中 間 損 益 計 算 書 

(単位：百万円) 

前 中 間 会 計 期 間 

自 平成 16 年４月 １日
至 平成 16 年９月 30 日

当 中 間 会 計 期 間 

自 平成 17 年４月 １日 
至 平成 17 年９月 30 日 

前事業年度要約損益計算書

自 平成 16 年４月 １日
至 平成 17 年３月 31 日

期 別 

科 目 

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

 

Ⅰ売 上 高 

完 成 工 事 高 

情報システム事業売上高 

 

 

8,800 

8,751 

％  

 

8,703 

1,299 

％ 

 

 

 

 

 

20,593 

10,944 

％

 

Ⅱ売 上 原 価 

完 成 工 事 原 価 

情報システム事業売上原価 

17,552 

 

7,951 

8,526 

100.0 10,003 

 

7,801 

1,128 

100.0 

 

 

 

31,537 

 

18,720 

10,489 

100.0

 

売 上 総 利 益 

完 成 工 事 総 利 益 

情報システム事業総利益 

16,478 

 

849 

225 

93.9 8,929 

 

902 

171 

89.3 

 

 

 

29,209 

 

1,873 

454 

92.6

 

 

Ⅲ販売費及び一般管理費 

 

1,074 

 

866 

6.1

4.9

1,074 

 

911 

10.7 

 

9.1 

2,327 

 

1,746 

7.4

5.5

営 業 利 益 

 

Ⅳ営 業 外 収 益 

208 

 

59 

1.2

0.3

162 

 

127 

1.6 

 

1.3 

581 

 

138 

1.9

0.4

 

Ⅴ営 業 外 費 用 

 

11 0.1

 

16 

 

0.2 

 

27 0.1

                          

経 常 利 益 

 

Ⅵ特 別 損 失 

 

255 

 

― 

1.5 

―

 

273 

 

76 

2.7 

 

0.7 

692 

 

― 

2.2

―

     

税引前中間 ( 当期 )純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

255 

97 

3 

1.5 196 

120 

△32 

2.0 

 

 

692 

168 

95 

2.2

 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 

前 期 繰 越 利 益 

自 己 株 式 消 却 額 

100 

155 

317 

― 

0.6

0.9

87 

108 

333 

― 

0.9 

1.1 

 

 

263 

429 

317 

103 

0.8

1.4

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 472 442  643 
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[中間財務諸表作成の基本となる重要な事項] 

１.資産の評価基準及び評価方法 

(１) たな卸資産の評価基準および評価方法 

未成工事支出金等 

未成工事支出金 個別法による原価法 

材 料 貯 蔵 品 移動平均法による原価法 

商 品 移動平均法による原価法 

(２)有価証券の評価基準および評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 中間決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、

全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定) 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

 

２.固定資産の減価償却の方法 

(１)有 形 固 定 資 産 定率法 

 なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

建物  １０～５０年 

車両運搬具   ５年 

(２)無 形 固 定 資 産 定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、 社内における

利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。 

３.引当金の計上基準 

(１)貸 倒 引 当 金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(２)賞 与 引 当 金  

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(３)完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当中間会計期間末に至る１年間の完成工事

高に対する将来の見積補償額に基づいて計上する方法によっております。 

(４)退 職 給 付 引 当 金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。数理計

算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定

率法により、翌事業年度から費用処理することとしております。 

(５)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

４.リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい 

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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５.ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているものに限定して実施することとしてお 

ります。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段(金利スワップ)、ヘッジ対象(支払利息) 

③ヘッジ方針 

当社は、金利変動リスクを回避するため、取締役会の決定に基づき業務管理部において、ヘッジ

取引の実行および管理を行っています。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップについては、特例処理によっているため、有効性の評価を省略しております。 

６.その他中間財務諸表作成のため基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

  
〔会計処理の変更〕 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

    当中間会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 平成 14 年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準委員会 平成 15 年 10 月 31 日 企業会計基準適用指針第６号）を適用して

います。 

    これによる損益に与える影響はありません。 
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[ 注 記 事 項 ] 

(中間貸借対照表関係) 

 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前会計年度末 

１.有形固定資産の減価償却累計額 1,978 百万円 1,920 百万円 1,992 百万円 

２.担保に供している資産 1,224 百万円 1,198 百万円 1,218 百万円 

３.保証債務 50 百万円 7 百万円 18 百万円 

４.消費税等の取扱    

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺し、その残額を流動負債に｢未払消費税等｣と表示しております。 

 
 

(中間損益計算書関係) 

 前中間会計期間 当中間会計期間 前会計年度 

１.営業外収益のうち主要なもの    

受 取 利 息 0 百万円 0 百万円 1 百万円 

受 取 配 当 金 26 百万円 33 百万円 36 百万円 

不動産賃貸料 11 百万円 16 百万円 27 百万円 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 ―百万円 61 百万円 34 百万円 

２.営業外費用のうち主要なもの    

支 払 利 息 7 百万円 7 百万円 16 百万円 

賃 貸 不 動 産 費 用 ―百万円 5 百万円 5 百万円 

３.特別損失のうち主要なもの    

         事 務 所 移 転 費 用 等 ―百万円 76 百万円 ―百万円 

４.減価償却実施額    

有形固定資産 49 百万円 58 百万円 106 百万円 

無形固定資産 52 百万円 58 百万円 107 百万円 

  

 

(リース取引関係) 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行なうため記載を省略しております。 

 

(有 価 証 券 関 係 ) 

前中間会計期間末(平成 16 年９月 30 日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

当中間会計期間末(平成 17 年９月 30 日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

前事業年度末(平成 17 年３月 31 日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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(個別)部門別売上高及び受注高・受注残高 

(単位：百万円) 

前中間会計期間 

(H16.4.1～H16.9.30) 

当中間会計期間 

(H17.4.1～H17.9.30)

対前年中間期 

比 較 増 減       

前 事業年 度 

(H16.4.1～H17.3.31)

              期 別 

 

部 門 別 金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率 金額 構成比

 

情 報 通 信 事 業 

電 気 通 信 事 業 

 

5,203 

3,597 

％

29.6

20.5

4,830

3,873

％

48.3

38.7

 

△373 

276 

％ 

△7.2 

7.7 

12,434

8,159

％

39.4

25.9

建 設 事 業 計 8,800 50.1 8,703 87.0 △96 △1.1 20,593 65.3

情 報 シ ス テ ム 事 業 8,751 49.9 1,299 13.0 △7,452 △85.1 10,944 34.7

情報システム事業計 8,751 49.9 1,299 13.0 △7,452 △85.1 10,944 34.7

売 

 

上 

 

高 

合 計 17,552 100.0 10,003 100.0 △7,549 △43.0 31,537 100.0

情 報 通 信 事 業 

電 気 通 信 事 業 

6,416 

4,053 

33.5

21.2

5,169

4,287

47.9

39.8

△1,247 

233 

△19.4 

5.8 

12,513

8,071

40.1

25.8

建 設 事 業 計 10,470 54.7 9,457 87.7 △1,013 △9.7 20,584 65.9

情 報 シ ス テ ム 事 業 8,668 45.3 1,328 12.3 △7,339 △84.7 10,635 34.1

情報システム事業計 8,668 45.3 1,328 12.3 △7,339 △84.7 10,635 34.1

受 

 

注 

 

高 

合 計 19,138 100.0 10,786 100.0 △8,352 △43.6 31,219 100.0

情 報 通 信 事 業 

電 気 通 信 事 業 

2,256 

1,480 

54.6

35.9

1,461

1,350

48.5

44.9

△795 

△130 

△35.2 

△8.8 

1,121

936

50.4

42.0

建 設 事 業 計 3,736 90.5 2,811 93.4 △925 △24.8 2,057 92.4

情 報 シ ス テ ム 事 業 393 9.5 197 6.6 △196 △49.8 168 7.6

情報システム事業計 393 9.5 197 6.6 △196 △49.8 168 7.6

受

注

残

高 

合 計 4,130 100.0 3,009 100.0 △1,121 △27.2 2,226 100.0

 


